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   警視庁警察職員勤務規程の運用について 

 

このたび、警視庁警察職員勤務規程（昭和４７年１２月１６日訓令甲第３６号）が全部改

正され、平成１２年４月１日から施行されることとなったので、次の事項に留意し、運用上

誤りのないようにされたい。 

 おって、警視庁警察職員勤務規程の運用について（昭和４７年１２月１６日通達甲（総．

企．管）第１９号）は、廃止する。 

  

記 

              

第１ 改正の趣旨 

警察署（島部警察署を除く。）の警部補以下の職員による宿直勤務が交替制勤務に変更

されたことに伴い、警察署における勤務制等を改めるとともに、警視庁本部処務規程（昭

和４７年４月１日訓令甲第５号。以下「本部処務規程」という。）及び警視庁警察署処務

規程（昭和４７年４月１日訓令甲第６号。以下「警察署処務規程」という。）に定められ

ていた宿日直勤務に関する規定が、警視庁警察職員勤務規程（平成１２年３月２４日訓令

甲第１６号。以下「新規程」という。）に整理統合された。 

第２ 改正の要点 

１ 警察署（島部警察署を除く。）における警部補以下の職員による宿直勤務が交替制勤

務による当番勤務に改められ、その勤務制、勤務時間及び任務が定められた。 

２ 警察署処務規程に規定されていた警察署（島部警察署を除く。）における宿直責任者

が本署当番責任者に改められ、新規程に規定された。 

 ３ 本部処務規程に定められていた宿日直勤務及び警察署処務規程に定められていた島

部警察署における宿直勤務が、新規程に整理統合された。 

 ４ 服装に関する規定が整備された。 

第３ 運用上の留意事項 

第３条関係 

⑴ 職務の性質その他特別の事情がある場合」とは、業務を推進する上で、対外折衝、    

署外活動等を専門的に行う等により交替制勤務等になじまない場合のほか、職員

の健康上の理由及び第１５条第１又は第２項に該当する場合等をいう。 

⑵ 交替制勤務の勤務交替は、別表第１の「勤務交替表」により行うこと。 

第４条関係 

⑴ 「１週間」とは、日曜日から土曜日までの７日間をいう。 



⑵ 「４週間につき１５５時間」とは、正規の勤務時間が４週間で１５５時間とされ

たことから、ある週の正規の勤務時間が、３８時間４５分を超え、又は３８時間４

５分に満たないことができることをいう。 

⑶ 「４週間につき７７時間３０分」とは、正規の勤務時間が４週間で７７時間３０

分とされたことから、ある２週間の正規の勤務時間が、３８時間４５分を超え、又

は３８時間４５分に満たないことができることをいう。 

⑷ 「勤務上の命令権者」とは、警視庁本部処務規程（昭和４７年４月１日訓令甲第

５号）又は警視庁警察署処務規程（昭和４７年４月１日訓令甲第６号）の規定によ

り、職員の勤務時間、出張、週休日、超過勤務等命令その他の勤務管理に関し、権

限を有する者をいう。 

⑸ 「正規の勤務時間により勤務したものとみなす」とは、職員の出張又は教養の期

間中における勤務時間については、当該職員に通常割り振られている正規の勤務

時間に従って勤務したものとみなすものである。したがって、通常割り振られてい

る正規の勤務時間以外の時間に勤務したときであっても、勤務上の命令権者の指

示がない限り、その時間を超過勤務等として取り扱わないこと。 

第５条関係 

⑴ 週休日は、平成１２年３月２６日を初日とする４週間及びこれに引き続く４週

間ごとの期間を割振単位期間とし、８日指定するものとする。ただし、定年前再任

用短時間勤務職員の週休日は、割振単位期間に１８日指定するものとする。 

⑵ 交替制勤務の職員の週休日は、原則として当番日には指定しないこと。ただし、

別に定めるところにより、又はやむを得ず当番日に週休日を指定する場合は、正規

の勤務時間が１５時間３０分以下のときは当番日及び非番日を週休日２日として

処理し、１５時間３０分を超えるときは週休日２日のほか超過分を年次有給休暇

で処理すること。 

⑶ 本部所属等で勤務する定年前再任用短時間勤務職員の４週間ごとの期間につき、

月曜日から金曜日までの２０日間のうち指定する１０日の週休日は、ある週の月

曜日、水曜日及び金曜日並びに翌週の火曜日及び木曜日とするものとし、以後これ

らの週休日を交互に繰り返すこと。 

⑷ 「総務部長が別に定める職員」とは、職員の配置換え若しくは職務換えによる身

分異動又は講習、併任、派遣、転用等による勤務制の変更が生じた職員をいう。 

第７条関係 

交替制勤務の職員の勤務時間は、警視庁警察署地域警察運営規程（昭和４４年１０

月１５日訓令甲第２８号）等の訓令、通達等で定めのないものについては、所属長が

定めること。 

第７条の２関係 

⑴ 「総務部長の定める職員」とは、次の職員をいう。 

ア 職員の育児休業等に関する条例（平成４年東京都条例第１０号）第１４条に規 

定する第１号部分休業及び第１４条の２に規定する第２号部分休業を承認され

ている職員 

イ 条例第１７条の２第１項に規定する介護時間を承認されている職員 

ウ 条例第１７条の３第１項に規定する子育て部分休暇を承認されている職員 



エ 二部交替制勤務、三部交替制勤務又は四部交替制勤務の職員 

⑵ 「総務部長の定める期間」とは、出生の日から１２歳（特別支援学校等に就学し、

又は身体障害者手帳、療育手帳等の交付を受けている場合は、１５歳）に達する日

以後の最初の３月３１日までの期間をいう。 

⑶ 「総務部長の定める者」とは、職員のその配偶者（届出をしないが事実上婚姻関

係と同様の事情にある者を含む。）若しくは条例第１０条の２第１項に規定するパ

ートナーシップ関係の相手方若しくは二親等内の親族又は同一の世帯に属する者

で疾病、負傷又は老齢により日常生活を営むことに支障がある者（各々が２週間以

上にわたり介護を必要とする一の継続する状態にある者に限る。）をいう。 

⑷ 正規の勤務時間を割り振り、勤務時間を定める勤務に関し必要な手続等につい

ては、別に定める。 

第８条関係 

   ⑴ 第１項の「勤務時間」には、正規の勤務時間のほか超過勤務時間を含む。 

⑵ 「継続して一昼夜にわたる場合」とは、勤務時間がおおむね２４時間継続する勤

務をいう。ただし、当番勤務においては、１回につき２時間以上の仮眠のための休

憩時間を設けるものとする。 

⑶ 休憩時間は、必ず与えなければならないものであるので、やむを得ず所定の休憩

時間に勤務を命じた場合には、当該勤務内の他の時間に与えるものとする。ただし、

他の時間に与えることができなかった場合は、超過勤務として取り扱うこと。 

第９条関係 

⑴ 「休息時間」とは、一定の勤務を続けた場合の疲労を回復し、職務能率の増進を

図ることを目的として、正規の勤務時間の途中に与える時間であり、正規の勤務時

間の一部である。ただし、毎日制勤務の職員の休息時間のうち、正午から午後０時

１５分までの間のものは、休憩時間に置き換えるものとする。 

⑵ 超過勤務時間には、休息時間を付与しないこととする。 

第８条及び第９条関係 

   受付業務等に従事する職員については、所定の休憩（休息）時間をずらして与え

る等して、事務処理に支障を生じないよう留意すること。 

第10条関係 

⑴ 「週休日の変更」とは、あらかじめ週休日と定められた日に正規の勤務時間を割

振り、その代わりに他の日を週休日とすることをいう。 

⑵ 週休日の変更は、事前に別記様式第１の「週休日の変更命令及び休日の振替え処

理・代休日指定簿」により行うこと。 

⑶ 変更された週休日にやむを得ない理由により勤務を命ずる場合は、超過勤務と

して取り扱うこと。 

第11条関係 

⑴ 「総務部長の定める期間」については、前記第７条の２関係の⑵と同様とする。 

   ⑵ 「総務部長の定める者」については、前記第７条の２関係の⑶と同様とする。 

⑶ 出勤時刻を変更した勤務に関し必要な手続等については、別に定める。 

第13条関係 

    超過勤務の命令は、別記様式第 2の「超過勤務等命令簿」により行うこと。 



第13条の２関係 

 ⑴ 超勤代休時間を承認する場合は、勤務日等に割り振られた勤務時間のうち、超勤

代休時間の承認に代えようとする超過勤務手当の支給に係る６０時間超過月（給

与条例第１５条第５項に規定する６０時間を超えて勤務した全時間に係る月をい

う。）における給与条例第１５条第５項の規定の適用を受ける時間（以下「６０時

間超過時間」という。）については、次に掲げる区分に応じて定める時間数をそれ

ぞれ合わせた時間を承認するものとする。 

ア 職員の給与に関する条例施行規則（昭和３７年東京都規則第１７２号。以下

「給与条例施行規則」という。）第９条第１項第２号に規定する勤務に係る時間

（イに掲げる時間を除く。） 当該時間に該当する６０時間超過時間の時間数に

１００分の２５を乗じて得た時間数 

    イ 給与条例第１５条第３項に規定する７時間４５分に達するまでの間の勤務に

係る時間 当該時間に該当する６０時間超過時間の時間数に１００分の５０を

乗じて得た時間数 

ウ 給与条例施行規則第９条第１項第１号に規定する勤務に係る時間 当該時間

に該当する６０時間超過時間の時間数に１００分の１５を乗じて得た時間数 

エ 給与条例第１５条第４項に規定する１週間の正規の勤務時間を超えて割り振

られた正規の勤務時間に相当する時間 当該時間に該当する６０時間超過時間

の時間数に１００分の２５を乗じて得た時間数 

   ⑵ 超勤代休時間を請求する職員は、別記様式第２の２の「超勤代休時間管理簿」に

より行うこと。 

第14条関係 

⑴ 休養は正規の勤務時間の途中に与えるものとし、出勤猶予は正規の勤務時間の

はじめに与えるものとする。 

⑵ 正規の勤務時間において、著しい肉体的疲労を伴う勤務に服した場合において、

体力回復のために必要と認められるときは、当該正規の勤務時間について、休養を

与えることができる。 

⑶ 前⑵の場合で、当該正規の勤務時間について休養を与えることができず、かつ、

直後の正規の勤務時間の始期までにおおむね７時間を確保できないときは、直後

の正規の勤務時間について、出勤猶予又は休養を与えることができる。 

⑷ 午後１０時から翌日の午前５時までの間に超過勤務を命じた場合において、体

力回復のために必要と認められるときは、直後の正規の勤務時間について、出勤猶

予又は休養を与えることができる。 

⑸ 正規の勤務時間を終えた日には、非番日を含むものとする。なお、週休日に７時

間４５分未満の超過勤務を命じ、その超過勤務が午後８時から翌日の午前８時ま

での間に６時間以上にわたったとしても、勤務免除を行うことはできない。 

第15条関係 

⑴ 第１項及び第２項に規定する請求は、別記様式第３の「深夜勤務制限・超過勤務

免除・超過勤務制限請求書」により行うものとする。 

⑵ 第１項及び第２項に規定する請求は、１回につき６か月以内とし、請求する期間

を明らかにして、請求する期間の初日の１か月前までに所属長に対して行うもの



とする。 

⑶ 所属長は、請求の事由について確認する必要があると認める場合は、証明書類の

提出を求めることができる。 

⑷ 第１項又は第２項の請求をした職員は、請求に係る養育又は介護の状況に変更

が生じた場合は、別記様式第４の「育児又は介護の状況変更届」により、遅滞なく

所属長に届け出なければならない。 

第15条の２関係 

⑴ 第１項及び第２項に規定する請求は、深夜勤務制限・超過勤務免除・超過勤務制

限請求書により行うものとする。 

⑵ 第１項及び第２項に規定する請求は、１回につき１年又は１年に満たない月を

単位とし、請求する期間を明らかにして、請求する期間の初日の１か月前までに所

属長に対して行うものとする。 

⑶ 所属長は、請求の事由について確認する必要があると認める場合は、証明書類の

提出を求めることができる。 

⑷ 第１項及び第２項の請求をした職員は、請求に係る養育又は介護の状況に変更

が生じた場合は、育児又は介護の状況変更届により、遅滞なく所属長に届け出なけ

ればならない。 

第15条の3関係 

⑴ 第１項及び第２項に規定する請求は、深夜勤務制限・超過勤務免除・超過勤務制

限請求書により行うものとする。 

⑵ 第１項及び第２項に規定する請求は、１回につき１年又は１年に満たない月を

単位とし、請求する期間を明らかにして、請求する期間の初日の１か月前までに所

属長に対して行うものとする。 

⑶ 所属長は、請求の事由について確認する必要があると認める場合は、証明書類の

提出を求めることができる。 

⑷ 第１項又は第２項の請求をした職員は、請求に係る養育又は介護の状況に変更

が生じた場合は、育児又は介護の状況変更届により、遅滞なく所属長に届け出なけ

ればならない。 

第16条及び第17条関係 

⑴ 勤務上の命令権者は、毎月末の前日までに、担当職員の翌月の勤務計画を策定し、

速やかに別記様式第４の２の「月間勤務計画表」を作成するものとする。 

⑵ 前⑴の月間勤務計画表を作成した後は、当該職員に配置換え若しくは職務換え

による身分異動又は講習、併任、派遣、転用等による勤務制の変更が生じた場合の

ほかは、勤務計画を変更してはならない。 

⑶ 職員は、勤務等の実施状況について、その都度勤務上の命令権者の承認を得るも

のとする。 

⑷ 勤務上の命令権者は、担当職員の前月分の勤務状況について、別記様式第４の３

の「月間勤務記録表」を作成し、担当職員の毎月の勤務状況を所属長に報告するも

のとする。 

⑸ 企画課長は、月間勤務計画表及び月間勤務記録表の作成要領等について、別に定

めるものとする。 



⑹ 企画課長は、必要があると認めるときは、所属長に対し勤務状況の報告を求める

ことができる。 

第17条の２関係 

⑴ 職員の健康及び福祉を確保するために必要な終業から始業までの時間（以下「勤

務間インターバル」という。）は、原則１１時間とする。 

⑵ 「その他の必要な措置」とは、職員の勤務状況を把握し、原則７日以上連続の勤

務となる超過勤務又は週休日の変更を命じないことをいう。 

⑶ 「業務運営に支障がある場合」とは、事件、事故その他職務上において勤務間イ

ンターバルを確保することが困難な場合をいう。 

第19条関係 

⑴ 本署交替制勤務の変更のための総務部長の承認は、別記様式第５の「本署交替制

勤務の変更承認上申書」により行うこと。 

⑵ 担当方面本部長の同意は、電話（口頭）によるものとし、署長は、総務部長の承

認を受けた場合は、その旨を担当方面本部長に電話（口頭）報告すること。 

⑶ 本署交替制勤務の変更は、本署当番員の確保が困難になった場合にできること

とする。この場合において、署長は、本署当番員間の処遇の均衡に配慮するものと

し、課又は係単位での変更は、必要最小限度にしなければならない。 

⑷ 本署交替制勤務の一時的変更は、１か月を限度とし、これを超える場合は、新た

に担当方面本部長の同意を得た上、総務部長の承認を得ること。 

第21条、第22条及び第23条関係 

⑴ 署長は、本署交替制勤務員の勤務時間及び本署当番の勤務交替時刻を定める場

合は、別表第２の「本署当番の勤務交替パターン」を基準にして、内規をもって定

めること。この場合において、必要により１年間を３か月以上の期間ごとに区切り、

それぞれの期間につき異なった基準の適用を定めることができる。 

⑵ 署長は、前⑴による定めをする場合は、窓口業務、許認可事務等の警察業務及び

本署当番における事務引継ぎに支障が生じないようにすること。 

第23条関係 

本署当番員は、平素から関係法令、規程等を研究し、必要な報告、連絡及び重要事

件発生時の措置等を心得て、本署当番責任者等の指揮の下に一体となってすべての事

案に対応しなければならない。 

第24条関係 

⑴ 本署当番責任者等の本署当番（宿直勤務）の回数は、１週間につき１回を超えて

はならない。 

⑵  本署当番責任者及び本署当番副責任者を指定する場合には、指揮命令関係にそ

ごをきたすことのないよう配意すること。 

⑶  本署当番責任者等は、当番時間帯は別記様式第６の腕章を用いること。 

第27条関係 

    起番責任者は、本署当番責任者等を補佐し、他の本署当番員を統括し、指揮する任

務を負うのであるから、その任務遂行に当たっては、強い自覚と責任を持って臨み、

率先して起番中における事案の処理、具体的な任務の付与、指示等を行うこと。 

第28条関係 



⑴ 本署当番の勤務の割振りは、別記様式第７の「本署当番勤務活動記録表」により

行うこと。 

   ⑵ 「総務部長が別に定める時間帯」とは、日曜日、土曜日及び休日における本署当

番日の当番開始時刻から当該日の午後５時までの間をいう。 

⑶ 署長が、本署当番員に当該本署当番員の係の事務室において起番を行わせるこ

とを認めた警察署にあっては、本署当番責任者は、本署当番当日の本署当番の実施

状況に応じて、本署当番員に当該本署当番員の係の事務室において起番を行うこ

とを命ずることができるものとする。 

⑷ 本署当番責任者等が、重要事件の初動指揮等に従事し、仮眠が実施できなかった

場合は、超過勤務として取り扱うこととなるが、その超過勤務が午後８時から翌日

の午前８時までの間に６時間以上にわたった場合は、第１４条第２項の規定によ

ること。 

第29条関係 

⑴ 毎日制勤務員による本署当番の補充は、必要最小限度にとどめなければならな

い。この場合において、個々の補充員の本署当番は、本署交替制勤務員による本署

当番の頻度及び回数を超えないこと。また、補充員の指定に当たっては、毎日制勤

務員相互の均衡にも配慮すること。 

⑵  本条により、毎日制勤務の職員に本署当番を命ずる場合には、当該本署当番日の

前日までに命じなければならない。 

第31条関係 

 「あらかじめ定められた場所」とは、「当該本部所属長が定めた室」をいう。 

第32条関係 

    本部所属長は、警視庁本部庁舎又は警察総合庁舎（以下「本部庁舎等」という。）

における当直員を指定した場合、適宜の方法により、庁舎管理責任者（庁舎管理室

経由）に連絡すること。 

第34条関係 

⑴ 本部当直責任者の指定に当たっては、その職員の所属の長と連絡を密にし、当該

職員の勤務内容等を十分勘案しなければならない。 

⑵ 「あらかじめ指定された場所」とは、「当該本部当直責任者が勤務する室」をい

う。 

⑶ 本部当直責任者は、当直勤務中は別記様式第５の腕章を用いること。 

第35条関係 

    本部当直責任者が、当直員及び庁舎警備員を指揮する場合は、次のとおりとする。 

  ア 本部庁舎等における火災、盗難等緊急重要事件を処理する場合 

  イ 突発的に庁舎警備上特異事件が発生し、急速に警備措置を必要とする場合 

    ウ 早急に処理する必要のある事案等の発生により、当該事案等の主管課の当直

主任等から指揮の要請があった場合 

エ その他通信指令本部通信指令官から協力要請があった場合 

第39条関係 

   ⑴ 宿直員は、特に必要がある場合のほかは、夜間の署外活動は行わないこと。 

⑵ 宿直員は、平素から関係法令、規程等を研究し、必要な報告、連絡及び重要事件



発生時の措置等を心得ておかなければならない。 

第40条関係 

   ⑴ 宿直員の勤務の割振りは、宿直員間の起番及び休憩（仮眠）時間の均衡に配意し、

別記様式第８の「宿直勤務表」により行うこと。 

⑵ 宿直員が、初動捜査等に従事し、仮眠が実施できなかった場合は、超過勤務とし

て取り扱うこととなるが、その超過勤務が午後８時から翌日の午前８時までの間

に６時間以上にわたった場合は、第１４条第２項の規定によること。 

第41条関係 

    第３項の「勤務の性質により必要があるとき」とは、私服勤務員を警備実施、交通 

整理等で制服により勤務させ、又は制服勤務員を捜査、少年補導等で私服により勤務 

させる必要が認められる場合をいう。 

第43条関係 

⑴ 署長は、警察署における最高の責任者として、副署長又は次長以下警察署に勤務

するすべての職員を指揮監督する立場にある。この意味においては、監督を行う最

高の幹部であるが、警察署における監督事項を規定した本章において、これを一律

に幹部と呼称することは適当でないので区別したものである。 

⑵ 幹部のうち、巡査部長は、職務執行の中核的立場において率先して実働するとと

もに、部下職員に対して指揮監督及び指導教養に当たるものとする。 

第44条関係 

巡査部長は、組織上又は日常勤務のうえからも部下職員に最も近接した立場にあ

るので、その指導監督に果たす役割は、警察運営上きわめて重要なものである。し

たがって、部下職員の指導育成に当たっては、常に自ら実践して指導するように努

めなければならない。 

第46条関係 

⑴ 幹部会議は、幹部が議題に従って十分に意見を発表することができる構成であ

ること等が望ましいが、幹部定員の増加によって、全幹部を出席させることは、会

議構成の限度を超え、会議の実効が期待できないことも考えられるので、署長は審

議内容を勘案して出席者を指定することができるから、次の例により実効の上が

るようにすること。 

    ア 月間運営重点等の策定のための幹部会議は、課長会議又は係長会議として開

催する。 

イ 月間運営重点等の具体的推進を図るための幹部会議は、原則として課別に巡

査部長以上の幹部を出席させて開催する。 

⑵ 幹部会議を開催する場合の担当方面本部長に対する事前の報告は、前⑴のアの

ときのみ電話（口頭）により行うこと。 

第47条関係 

    運営重点推進計画は、別記様式第９の「運営重点推進計画表」により作成すること。 

第48条関係 

    幹部が担当する部下職員以外の職員に対して監督を行った場合は、事後その職員

の直属の幹部に対してその旨連絡すること。 

第49条関係 



   ⑴ 「捜査を担当する者」とは、次に掲げる者（本署当番責任者等及び起番責任者（島

部警察署にあっては、宿直責任者）に指定されている者を除く。）をいう。 

  ア 被留置者に係る犯罪の捜査に従事している者（従事していた者を含む。） 

  イ 被留置者に係る犯罪の捜査を担当する係に属する者 

⑵ 「署長の指定する者」とは、交番等の勤務のため、事実上、留置施設の巡視が不

可能な者及び担当する事務の性質から留置担当官の勤務について監督指導の必要

性が認められない者をいう。 

第50条関係 

幹部は、常に部下職員の勤務状況及び身上関係の実態を把握し、指導育成に心がけ

るとともに、監督上重要又は特異な事項があることを知った場合は、担当の部下職員

であると否とにかかわらず直ちに署長に報告して指揮を受け、所要の措置を講じなけ

ればならない。 

    なお、口頭報告した事項は、書面をもって状況を明らかにしておくこと。 

第52条関係 

主任以上の警察行政職員は、本条により部下職員に対する監督の責めを負うもの

であるが、警察官に対しては次の事項についての指揮監督はできないから、これにつ

いては警察官である幹部をして指揮監督に当たらせること。 

⑴ 法令により警察官の固有の権限とされる職務の遂行に関すること。 

⑵ 交番等及び留置施設勤務員の勤務に関すること（遺失物、拾得物、埋蔵物及び被

留置者の所持金保管の取扱いを除く。）。 

⑶ 武器の使用及び取扱い（保管を除く。）に関すること。 

第55条関係 

「職務上取り扱った事項」とは、上司から命ぜられた事項であると否とを問わず、

すべて職務の上で取り扱った事項をさすのであるが、日常における一般的定例軽易な

事務処理等は含まれない。 

なお、所属長に対する報告は、通常直属の上司を通じて報告すれば足りる。ただし、

事案の性質上必要がある場合は、直接所属長に報告すること。 

第57条関係 

「所定勤務外の取扱事故」とは、勤務時間の内外にかかわらずその職員の所属の管

轄区域外において所定の勤務以外に取り扱った事故をいう。 

第58条関係 

「特別の事情」とは、重要な犯罪の発生その他相当の警察措置を必要とする事情を

いう。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別表第１ 勤務交替表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図内文字】 

勤務交替別 班 周期 第１日 第２日 第３日 第４日 第５日 第６日 第７日 

第８日 第９日 第10日 第11日 第12日 第13日 第14日 第15日 第16日 第17日 

第18日 第19日 第20日 第21日 第22日 第23日 第24日 第25日 第26日 第27日 

第28日 第29日 第30日 第31日 第32日 第33日 第34日 第35日 第36日 第37日 

第38日 第39日 第40日 第41日 第42日 第43日 第44日 第45日 第46日 第47日 

第48日 第49日 第50日 ３部交替制勤務 ４部交替制勤務 ５部交替制勤務 ６部交替

制勤務 ７班６部交替制勤務 ８部交替制勤務 当 非 日 第１日に復し以下これにな

らう。 第１班 第２班 第３班 第４班 第５班 第６班 第７班 第８班 

備考 １ 表中の「当」は「当番」、「日」は「日勤」、「非」は「非番」をいう。  

２ 「非番」とは、当番勤務の勤務終了時刻から当該日の午後12時までをいう。  

３ 表記以外の交替制勤務については、当該表記の例にならう。 

 

 

 

 

 

 



 

 

別表第２ 本署当番の勤務交替パターン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

（裏） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記様式第２(表）

育児短時間等 週休日変更

100分の25 100分の15

月   日 　　時　　分から 　　時　　分から 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分

　　時　　分まで 　　時　　分まで

　　時　　分から 　　時　　分から

　　時　　分まで 　　時　　分まで

月   日 　　時　　分から 　　時　　分から 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分

　　時　　分まで 　　時　　分まで

　　時　　分から 　　時　　分から

　　時　　分まで 　　時　　分まで

月   日 　　時　　分から 　　時　　分から 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分

　　時　　分まで 　　時　　分まで

　　時　　分から 　　時　　分から

　　時　　分まで 　　時　　分まで

月   日 　　時　　分から 　　時　　分から 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分

　　時　　分まで 　　時　　分まで

　　時　　分から 　　時　　分から

　　時　　分まで 　　時　　分まで

月   日 　　時　　分から 　　時　　分から 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分

　　時　　分まで 　　時　　分まで

　　時　　分から 　　時　　分から

　　時　　分まで 　　時　　分まで

月   日 　　時　　分から 　　時　　分から 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分

　　時　　分まで 　　時　　分まで

　　時　　分から 　　時　　分から

　　時　　分まで 　　時　　分まで

月   日 　　時　　分から 　　時　　分から 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分

　　時　　分まで 　　時　　分まで

　　時　　分から 　　時　　分から

　　時　　分まで 　　時　　分まで

月   日 　　時　　分から 　　時　　分から 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分

　　時　　分まで 　　時　　分まで

　　時　　分から 　　時　　分から

　　時　　分まで 　　時　　分まで

月   日 　　時　　分から 　　時　　分から 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分

　　時　　分まで 　　時　　分まで

　　時　　分から 　　時　　分から

　　時　　分まで 　　時　　分まで

時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 6時間以下 6時間超

回 回

時 間 分

時間 時間 時間 時間 時間 時間 ・ 時間 時間 時間 時間

注　日勤日等とは、週休日及び休日における勤務以外の勤務の日をいう。
備考　用紙の大きさは日本産業規格Ａ４とする。
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育児短時間等 週休日変更

100分の25 100分の15

月   日 　　時　　分から 　　時　　分から 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分

　　時　　分まで 　　時　　分まで

　　時　　分から 　　時　　分から

　　時　　分まで 　　時　　分まで

月   日 　　時　　分から 　　時　　分から 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分

　　時　　分まで 　　時　　分まで

　　時　　分から 　　時　　分から

　　時　　分まで 　　時　　分まで

月   日 　　時　　分から 　　時　　分から 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分

　　時　　分まで 　　時　　分まで

　　時　　分から 　　時　　分から

　　時　　分まで 　　時　　分まで

月   日 　　時　　分から 　　時　　分から 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分

　　時　　分まで 　　時　　分まで

　　時　　分から 　　時　　分から

　　時　　分まで 　　時　　分まで

月   日 　　時　　分から 　　時　　分から 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分

　　時　　分まで 　　時　　分まで

　　時　　分から 　　時　　分から

　　時　　分まで 　　時　　分まで

月   日 　　時　　分から 　　時　　分から 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分

　　時　　分まで 　　時　　分まで

　　時　　分から 　　時　　分から

　　時　　分まで 　　時　　分まで

月   日 　　時　　分から 　　時　　分から 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分

　　時　　分まで 　　時　　分まで

　　時　　分から 　　時　　分から

　　時　　分まで 　　時　　分まで

月   日 　　時　　分から 　　時　　分から 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分

　　時　　分まで 　　時　　分まで

　　時　　分から 　　時　　分から

　　時　　分まで 　　時　　分まで

月   日 　　時　　分から 　　時　　分から 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分

　　時　　分まで 　　時　　分まで

　　時　　分から 　　時　　分から

　　時　　分まで 　　時　　分まで

月   日 　　時　　分から 　　時　　分から 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分

　　時　　分まで 　　時　　分まで

　　時　　分から 　　時　　分から

　　時　　分まで 　　時　　分まで

月   日 　　時　　分から 　　時　　分から 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分

　　時　　分まで 　　時　　分まで

　　時　　分から 　　時　　分から

　　時　　分まで 　　時　　分まで

月   日 　　時　　分から 　　時　　分から 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分 時間　　　分

　　時　　分まで 　　時　　分まで

　　時　　分から 　　時　　分から

　　時　　分まで 　　時　　分まで
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注　超勤代休取得残時間については、超過勤務等命令簿に転記すること。
備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

別記様式第２の２

請 求 日 年 月 日

超勤代休時間管理簿

所　属

左記のうち
休憩時間

左記のうち

休憩時間

代休時間を請求する時間等

・超勤代休時間を請求する日

　　　　　年　　　　月　　　　日

氏　名

　 超勤代休時間を請求する日、当該超勤代休時間を請求する日の正規の勤務時間、当該超勤

　 　：　　　　　～　　　　　：

・当該超勤代休時間を請求する日の正規の勤務時間

　 　：　　　　　～　　　　　： （　　　　：　　　　～　　　　　：　　　　）

・　　　　時間

　　　　時間

（　　　　：　　　　～　　　　　：　　　　）

・当該超勤代休時間を請求する時間

□

・　　　　時間 ・　　　　時間

□ ７時間　４５分

超勤代休換算時間計③（②の合計）

換　算　率

イ

×２５/１００

ウ

休 日

×１５/１００　

育児短時間等

第１３条の２関係（１）

・　　　　時間

超勤代休取得時間④
　時間　　  分

時間　　　　　　時間　　　　　　時間

・　　　　時間

ア

×２５/１００

エ

週休日変更
週 休 日

日 勤 日 等

×５０/１００

超　過　勤　務　①

（６０時間超） 　　　　時間

超勤代休換算時間②

（①×換算率） ・　　　　時間

年次有給休暇※２に
連続して請求する場合

超勤代休取得残時間⑤（③-④）

□

４時間

（括弧内に⑤を換算した時間を記載※１）

※２　年次有給休暇の時間

　：　　　　　～　　　　　： （　　　　　時間）

時間　　　　　　分

　　　・　　　　

※１　小数点以下に６０を乗じて分換算する。



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宿直

時差等

年休 日 時間

取得 日 時間

残 日 時間

宿直

時差等

年休 日 時間

取得 日 時間

残 日 時間

宿直

時差等

年休 日 時間

取得 日 時間

残 日 時間

宿直

時差等

年休 日 時間

取得 日 時間

残 日 時間

宿直

時差等

年休 日 時間

取得 日 時間

残 日 時間

備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

月 間 勤 務 計 画 表    　    年     月

　グループ・係
　職員番号・階級・氏名等

日付

曜日

別記様式第４の２

計画

休暇補足等

計画

休暇補足等

計画

休暇補足等

計画

休暇補足等

計画

休暇補足等

宿直

時差等

宿直

時差等

年休 日 時間

取得 日 時間

残 日 時間

時間

宿直

時差等

宿直

時差等

年休 日 時間

取得 日 時間

残 日 時間

時間

宿直

時差等

宿直

時差等

年休 日 時間

取得 日 時間

残 日 時間

時間

宿直

時差等

宿直

時差等

年休 日 時間

取得 日 時間

残 日 時間

時間

備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

別記様式第４の３

超勤単純労働時間計 超勤単純労働時間

勤務開始時刻

勤務終了時刻

休暇補足等

週休日実施率

超勤単純労働時間計 超勤単純労働時間

計画

実施

勤務開始時刻

勤務終了時刻

休暇補足等

週休日実施率

超勤単純労働時間計 超勤単純労働時間

計画

実施

休暇補足等

勤務開始時刻

勤務終了時刻

休暇補足等

週休日実施率

月 間 勤 務 記 録 表 　　     年     月

計画

実施

超勤単純労働時間超勤単純労働時間計

週休日実施率

勤務終了時刻

勤務開始時刻

　グループ・係
　職員番号・階級・氏名等

計画

日付

曜日

実施



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第６ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 


